
郵便番号

住　　所

氏　　名

印

7,397 ｋｌ

台

ｔ－CO2

第１号様式

エネルギー起源の二酸化炭素
以外の温室効果ガスの排出の量

自動車の台数

原油換算エネルギー使用量

事 業 者 の 規 模

　川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例第９条第１項（同条第４項において読み替えて準用する

（第１面）

株式会社セブン-イレブン・ジャパン

規則第４条第４号該当事業者

※
特
記
事
項

 ※事業者番号

（あて先）川崎市長

担 当 部 署 名

所 在 地

電話番号

建築設備本部　建設管理部

場合を含む。）の規定により、次のとおり提出します。

フランチャイズ方式によるコンビニエンスストア「セブン-イレブン」の展開

株式会社セブン-イレブン・ジャパン

58

ＦＡＸ番号

03-6238-3783

規則第４条第１号該当事業者

事業活動地球温暖化対策計画書

主 た る 事 業
の 業 種

事 業 者 の 氏 名
又 は 名 称

該 当 す る 事 業 者
の 要 件

102-8455

東京都千代田区二番町８番地８

代表取締役社長　井阪 隆一

東京都千代田区二番町８番地８

規則第４条第２号該当事業者

規則第４条第３号該当事業者

※
受
付
欄

主 た る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 所 在 地

川崎市川崎区宮前町8番地20（セブン-イレブン川崎法務局前店）

　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

担当部署

上記以外の事業者（任意提出事業者）

卸売業，小売業 

飲食料品小売業

連 絡 先

メールアドレス

主 た る 事 業
の 内 容

中分類

Ｉ大分類

03-3261-2447



（第２面）

計 画 期 間 平成 25 年度　　～　 平成 27 年度

温室効果ガスの排出の量の
削減を図るための基本方針

別添　指針様式第１号のとおり

温室効果ガスの排出の量の
削減に向けた組織体制

別添　指針様式第１号のとおり

温室効果ガスの排出の量の
削減目標及び温室効果ガス
の排出の量

別添　指針様式第１号のとおり

温室効果ガスの排出の量の
削減目標を達成するための
措置の内容に係る事項

別添　指針様式第１号のとおり

他の者の温室効果ガスの排
出の抑制等に寄与する措置
に係る事項

別添　指針様式第１号のとおり

その他地球温暖化対策の推
進への貢献に係る事項

別添　指針様式第１号のとおり

備　　　考
当社の環境・地球温暖化対策の取り組みについては、下記ホームペー
ジにて公表しています。
http://c.sej.co.jp/corp/social/

　　 ５　氏名（法人にあっては、その代表者)を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあって
        は、その代表者）が署名することができます。

備考 １　欄内にすべてを記載できない場合は、別紙により提出してください。
　　 ２　□のある欄は、該当する□内にレ印を記載してください。
　　 ３　計画書には、事業活動地球温暖化対策指針に定める資料を添付してください。
　　 ４　※印の欄は記入しないでください。



　セブン-イレブン・ジャパンでは、コンビニエンスストア事業に関わる環境負荷を低減するた
め、各部門を横断する「環境対策プロジェクト」を発足。環境方針を決定するほか、各部門にお
ける環境対策の進捗状況などを確認している。
　また、セブン＆アイＨＬＤＧＳ．の「ＣＳＲ推進委員会」の専門部会である「環境マネジメン
ト部会」にも参加し、グループ全体の環境に対する理念・具体的な施策について共有している。

　上記１にも記載の通り、エネルギー使用量の大半が店舗の営業に伴って発生することから、
①建築設備本部にて店舗のエネルギー使用量把握に努めるとともに、省エネ型店舗設備の開発･
導入を行う
②店舗営業時における清掃･メンテナンス､省エネに関する諸啓発をオペレーション本部で実施、
③企業全体の取りまとめについては建築設備本部・環境部門で連携して推進する。

様式第１号　　　　　　　　　　　　（第１面）

１　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための基本方針

事業活動地球温暖化対策計画

２　温室効果ガスの排出の量の削減に向けた組織体制

　セブン-イレブン・ジャパンでは、下記のような方針・目標を策定し、事業活動全般の環境負
荷削減に努めており、2008年からはグループ全体でより一層の省エネ・環境活動に取り組んでい
る。
○環境・地球温暖化に対する方針・目標等
　・平成 6年度：セブン-イレブン・ジャパンとして「環境指針」「環境規約」を制定
　・平成20年度：セブン＆アイとして「環境宣言」「地球温暖化防止に関する基本方針」を発表
　・平成24年度：セブン＆アイグループとして平成29年度までのCO2排出の削減目標を設定

　当社の温室効果ガスの排出は店舗営業によるものが大半を占め、本計画期間中も新規出店が継
続されるため、総排出量は増加傾向。フランチャイズでの加盟店と本部の役割分担に基づき、下
記の対策を通じて店舗運営の省エネ化、原単位当たりの省エネを行っていく。
　①店舗ハード面の対策として、電気使用量の大きいショーケース・空調機・照明等の省エネ設
備の開発及び導入・更新（新店及び該当店）により、店舗運営の省エネ化を行う。（主に本部）
　②店舗ソフト面の対策として、加盟店オーナー・従業員を対象に省エネ啓発による理解と定着
を図る。



様式第１号　　　　　　　　　　　　（第２面）

基 準 年 度 年度 目 標 年 度 年度

（実） 13,343 （実） 15,303

（調） 13,314 （調） 15,270

（実） -14.7 （実） -1,960

（調） -14.7 （調） -1,956

　 イ　基準排出量原単位等と目標排出量原単位等

原 単 位 の 活 動 量 単 位

基 準 年 度 の 値 目 標 年 度 の 値

削 減 率 ％

 延床面積、生産数量
 以外の原単位を使用
 した場合の理由

　 ウ　目標設定に関する考え方

 (２) 温室効果ガスの排出の量の削減目標（全社目標）

３　温室効果ガスの排出の量の削減目標等（第１号、第２号、第４号該当者等）

 (１) 温室効果ガスの排出の量の削減目標及び温室効果ガスの排出の量

　 ア　基準排出量と目標排出量

平成24 平成27

t-CO2基 準 排 出 量

％

目 標 排 出 量

　事業者全体としては、省エネ法で求められる原単位あたり１％のエネルギー使用効率の改善を
達成できるよう取り組みを進める

床面積当たり

削 減 率

0.4327

t-CO2

t-CO2

　今後３年間において、新規開店による店舗数増加が見込まれるため、総量削減は困難な状況。
したがって、店舗及び地区事務所の床面積当たりのCO2排出量を原単位に定め、原単位当たりの
省エネ（効率改善･･･１年１％改善）を削減目標として設定した。

3.0

t-CO2/㎡

0.4459

削 減 量



５　温室効果ガスの排出の量の削減目標を達成するための措置の内容に係る事項

 (１) 温室効果ガスの排出の量の削減のための措置の内容

様式第１号　　　　　　　　　　　　（第４面）

 事業所等に係る
 温室効果ガスの
 排出の量の削減
 を達成するため
 の具体的措置

 (第１号、第２
 号、第４号該当
 者等)

 自動車に係る温
 室効果ガスの排
 出の量の削減を
 達成するための
 具体的措置

 (第３号該当者
 等)

○照明設備
・冷凍冷蔵設備内の照明のLED化
・バックルーム照明のLED化

○空気調和設備・換気設備
・更新期限をむかえる空調機・設備機器を省エネ型に更新（該当店）
・空調機の点検・清掃の徹底
（設定温度の見直し・中間期の空調機の停止）
・ウォークインカーテンによるエネルギーロスの回避

○厨房設備
・フライヤー設備のプログラム交換による省エネ（該当店）

○啓発活動
・加盟店向けの省エネ１０か条の浸透・理解を図る　　　　　等

○新店での取組
　第１計画期間で実施した対策のうち
・店頭看板・サインポール・売場照明等のＬＥＤ化は標準仕様化（継続）
・排熱給湯も導入可能な店舗では導入（継続）



様式第１号　　　　　　　　　　　　（第５面）

 (２) 再生可能エネルギー源等の利用計画及び前年度末における利用実績

　 ア　再生可能エネルギー源等の利用に係る考え方

　 イ　再生可能エネルギー源等の利用計画及び利用実績

設備等の種類 概要(規模、導入場所、性能等) 導入年度 備考

太陽光発電パネル
市内37店に太陽光発電パネルを設置(5kWないし
10kW)し、自家消費中。

平成23・
24年度

　 ウ　再生可能エネルギー源等の価値の保有計画及び保有実績

種　　類 概要(規模、場所等) 保有年度 備考

 (３) 基準年度の末日までに完了した主な対策内容

前述以外に節電･省エネ対応として以下の対策を実施している
・店内照明・看板・サインポール等のＬＥＤ化（新店・既存店）
・電気の見える化による省エネを目的として「スマートセンサー」導入、
　店舗運営の省エネに取り組み中
・夏期用ポロシャツ型ユニフォーム着用により空調負荷の低減を図る

セブン-イレブンでは、昼光利用による店内照明の照度調光など（全店実施）を実施済み。ま
た、創エネを目的として、設置可能な店舗は太陽光発電パネルの設置を実施。発電分を全量自家
消費している。今後は、立地・発電見込み量等を考慮し、導入等を検討する。



○新店建設時における、建築資材の梱包簡素化による廃棄物削減
　設備什器の共同配送化による環境負荷の低減

○お客様のご理解とご協力を頂きながら、レジ袋の使用枚数・割箸の配布数等の削減を実施
（レジ袋は薄肉化等により、09年度/00年度１店舗当たりの使用重量比で　40.1%削減）

○オリジナル商品における容器包装使用量の削減

○セブン-イレブン記念財団(セブン-イレブンみどりの基金)を通じた環境市民団体への助成活動

○ＣＳＲレポートやホームページによる環境情報の発信

○セブンプレミアムで「ＬＥＤ電球」を販売中

様式第１号　　　　　　　　　　　　（第６面）

６　他の者の温室効果ガスの排出の抑制等に寄与する措置に係る事項

７　その他地球温暖化対策の推進への貢献に係る事項

○委託先の協力により、商品配送に伴う環境負荷の低減
　・配送車輌に環境配慮型車輌を導入
　（ＣＮＧ車・ディーゼルハイブリッド車等の導入を継続する）



様式第１号　　　　　　　　　　　　（第７面）

８　前年度の温室効果ガスの排出の量等の実績

 (１) 事業者単位

　 ア　第１号、第２号、第４号該当者等

（実）

（調）

（実）

（調）

 (２) 事業所等単位（第１号、第２号該当者等）

　 ア　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が 1,500kl 以上の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 以上 1,500kl 未満の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 ウ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 未満の事業所の一覧

 (３) 事業所等単位（第４号該当者等）

　 ア　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ以上（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ未満（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の数

事業所数

事業所の所在地
日本標準産業分類

細分類番号
事業所に係る
事業の名称

温室効果ガス
の排出の量

200～300kl 未満

100～200kl 未満

100kl 未満 188

エネルギー使用量の規模 事業所数

400～500kl 未満

300～400kl 未満

温室効果ガス
の排出の量

事業所の所在地
日本標準産業分類

細分類番号
事業所に係る
事業の名称

事業所の所在地
日本標準産業分類

細分類番号
事業所に係る
事業の名称

温室効果ガス
の排出の量

13,343
t-CO2

13,314

　 イ　第３号該当者等

t-CO2
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